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1.  21年3月期の業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 22,223 15.5 1,839 58.9 1,829 49.9 1,014 49.8
20年3月期 19,248 2.1 1,157 △7.4 1,220 △9.6 677 △12.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 107.82 ― 6.7 9.2 8.3
20年3月期 72.00 ― 4.6 6.2 6.0

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 19,372 15,391 79.5 1,637.40
20年3月期 20,214 14,713 72.8 1,565.24

（参考） 自己資本   21年3月期  15,391百万円 20年3月期  14,713百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 △2,064 1,283 △329 1,539
20年3月期 1,565 △437 △329 2,649

2.  配当の状況 

(注)21年３月期期末配当金の内訳   普通配当 45円00銭  記念配当 5円00銭 
   20年３月期期末配当金の内訳   普通配当 30円00銭  記念配当 5円00銭 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
純資産配当

率（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 0.00 ― 35.00 35.00 329 48.6 2.2
21年3月期 ― 0.00 ― 50.00 50.00 470 46.4 3.1

22年3月期 
（予想）

― 0.00 ― 30.00 30.00 43.4

3.  22年3月期の業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間 10,600 △7.5 700 △42.7 700 △46.7 380 △49.6 40.43

通期 20,200 △9.1 1,200 △34.7 1,200 △34.4 650 △35.9 69.15
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4.  その他 

(1) 重要な会計方針の変更 

（注）詳細は17ページ「重要な会計方針」の「会計方針の変更」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株あたり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、29ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 9,400,000株 20年3月期 9,400,000株

② 期末自己株式数 21年3月期  124株 20年3月期  0株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
上記の予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる
場合があります。尚、上記予想に関する事項は3ページ、「１．経営成績 （１）経営成績に関する分析」をご参照ください。 
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かどや製油㈱（2612） 平成 21 年 3 月期決算短信（非連結） 

 

１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当期におけるわが国経済は、米国発の金融危機が世界の実体経済に波及したことによる外需の落ち込

みや円高の影響を受けて、設備投資の減退、雇用不安、消費の低迷など歴史的な景気後退局面を迎えま

した。 

食品業界におきましては、食品会社の不祥事が続いたこと、加えて原料・資材の値上げも重なり、消

費者の節約志向、買い控えが強まる中、ＰＢ製品で販売数量を挽回する等の策を講じていますが、採算

的には依然として厳しい環境が続いております。 

このような状況下、当社は販売価格の大規模な是正を行いました結果、ごま油、食品ごまとも販売数

量は減少したものの、売上高は全体で増加いたしました。 

売上原価は、原料価格が高値で推移したことや副資材代が嵩んだこと等により、増加しました。 

一方、販売費及び一般管理費は、需要の減少に対処するためテレビコマーシャルなど広告宣伝を行っ

たことにより増加しました。 

この結果、売上高は、22,223 百万円（前期比 2,975 百万円増）、経常利益は 1,829 百万円（前期比 609

百万円増）、当期純利益は 1,014 百万円（前期比 337 百万円増）となりました。 

② 次期の見通し 

次期の見通しにつきましては、穀物やエネルギー価格は落ち着きを取り戻したものの、経済動向等不

安定要因を抱え、厳しい経営環境が継続すると予想されます。 

為替は当期に比べ円高基調で推移するものと予想しており、ごま原料価格も一時の高騰は収まりまし

たが、景気の低迷による影響は避けられず、売上高は 20,200 百万円（前期比 9.1％減）、経常利益は 1,200

百万円（前期比 34.7％減）、純利益は 650 百万円（前期比 35.9％減）となるものと予想しております。 

尚、次期為替レートは、100 円/US$で見ております。 

 

（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当期末の資産につきましては、前期末に比べ 842 百万円減少しました。これは売掛金が 1,158 百万

円、棚卸資産が 1,650 百万円増加するなどの増加要因があったものの、現金及び預金が 2,710 百万円、

受取手形が 315 百万円、前渡金が 156 百万円、固定資産が償却等で 530 百万円減少したこと等の減少

要因により、資産が減少したものであります。 

負債につきましては、前期末に比べ 1,520 百万円減少しました。これは未払金が 205 百万円、未払

法人税等が 346 百万円増加するなどの増加要因はあったものの、買掛金が 2,074 百万円減少したこと

等の減少要因により負債が減少したものであります。 

純資産につきましては、前期末に比べ 678 百万円増加しました。これは主に利益剰余金が 685 百万

円増加したこと等によるものであります。 

 

 

 

 

－ 3 －



かどや製油㈱（2612） 平成 21 年 3 月期決算短信（非連結） 

 

② キャッシュ・フローの状況 

当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、昨期末に比べ 1,110 百万円

減少し、1,539 百万円となりました。当期の各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のと

おりであります。 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当期において営業活動の結果使用した資金は 2,064 百万円となりました。これは税引前当期純利益

が 1,787 百万円あり、減価償却を 665 百万円行うなどの増加要因はあったものの、仕入債務が 1,940

百万円減少、売上債権が 843 百万円、棚卸資産が 1,650 百万円増加する等の減少要因により、資金が

減少したものであります。 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当期において投資活動の結果獲得した資金は 1,283 百万円となりました。これは有形固定資産等の

取得による支出が 293 百万円あったものの、定期預金の払戻による収入が 1,600 百万円あったこと等

によるものであります。 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当期において財務活動の結果使用した資金は 329 百万円となりました。これは配当金の支払い等に

よるものであります。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重点政策の一つとして位置付け、利益配分につきまして

は、当期純利益の 40％を目処として業績に連動させた配当を採用しております。ただし、業績に関わ

らず１株当たり 20 円以上の配当を継続して行えるよう努力してまいります。 

当期の配当につきましては、基本方針に基づき普通配当を 1株当たり 45 円に、当期は創業 150 周年

の記念すべき年に当たりますので、記念配当 5円を加え合計 50 円とさせていただく予定です。 

次期の配当につきましては、次期の業績予想を勘案し、1株当たり30円とさせていただく予定です。 

 

（４）事業等のリスク 

当社の主要原材料であるごま種子の価格は、天候、作付け状況及び生産国の経済情勢等に影響され

うるとともに、ほぼ全量海外からの輸入であるため、為替変動による影響が避けられず、それらが当

社の業績を大きく左右する可能性があります。 
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かどや製油㈱（2612） 平成 21 年 3 月期決算短信（非連結） 

 

２．企業集団等の状況 

 

当社の企業集団は、当社及びその他の関係会社３社、その他の関係会社の子会社１社で構成されており、事業の系統図、出資

比率は次のとおりであります。 

 

［事業の系統図］ 

 

(製品の販売)         (製品の販売) 

 

 

 

(原材料の仕入れ)         (原材料、商品の仕入れ) 

 

(製品の保管荷役及び運送委託等)                                       (人材派遣) 

                                           (製品の販売)  

 

 

 

 

 

［出資比率］ 

 

(その他の関係会社)                                   (その他の関係会社) 

27.4%             22.3%  

 

 

 

 

 90.0％ 

                                     16.5% 

 

 

 

 

(その他の関係会社)                                    (その他の関係会社の子会社)  

三菱商事㈱ 当   社 三井物産㈱ 

三井物産㈱ 子会社 
㈱三井物産ヒューマンリソース 

三菱商事㈱ 当   社 三井物産㈱ 

三井物産㈱ 子会社 
㈱三井物産ヒューマンリソース 小澤物産㈱ 

小澤物産㈱ 
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かどや製油㈱（2612） 平成 21 年 3 月期決算短信（非連結） 

  

３．経営方針 

 

（１）会社の経営の基本方針 

当社は、「お客様に常に感謝の心を持ち、安心・安全かつ価値あるごま製品を提供することで、健康

でより豊かな食生活に貢献する」という経営理念の下に、ステークホルダーの皆様の期待に応えられ

る企業を目指しております。 

 

（２）目標とする経営指標 

当社は、変化の厳しい経営環境下でも、安定かつ継続的に利益を確保できる経営体質の確立を目指

しております。収益力の指標である売上高経常利益率を重視した経営を行っていくことで、収益力の

向上を図ってまいります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

当社は、ごまのトップメーカーとしての地歩を築いておりますが、食品業界の経営環境は厳しく、

原料価格の不安定さ、少子高齢化による国内需要の減退、安全性確保や環境保護等の課題に対して以

下の通り取り組んでまいります。 

①コスト削減と、コストに見合った価格の実現 

②国内市場では量から質への転換、海外市場で引き続き需要の拡大に努める 

③今後のごま需要の動向を見据えた上での生産体制の推進 

④品質管理の徹底による安心・安全の更なる追求 

⑤コンプライアンス体制の強化と内部統制システムの構築によるＣＳＲ（企業の社会的責任）の

向上 

当社は、これらの施策により、経営環境の変化に即応できる経営基盤・体質の強化を一層進めてま

いります。 
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,264 1,554 

受取手形 346 31 

売掛金 ※1  3,650 ※1  4,808 

商品 0 － 

製品 770 － 

商品及び製品 － 1,010 

仕掛品 528 784 

原材料 2,860 － 

貯蔵品 63 － 

原材料及び貯蔵品 － 4,077 

前渡金 156 － 

前払費用 110 122 

繰延税金資産 181 187 

未収入金 ※1  25 ※1  34 

その他 6 40 

流動資産合計 12,959 12,647 

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,549 2,565 

減価償却累計額 △955 △1,045 

建物（純額） 1,594 1,520 

構築物 656 691 

減価償却累計額 △292 △330 

構築物（純額） 364 361 

機械及び装置 6,324 6,395 

減価償却累計額 △4,402 △4,748 

機械及び装置（純額） 1,922 1,647 

車両運搬具 103 105 

減価償却累計額 △75 △83 

車両運搬具（純額） 28 22 

工具、器具及び備品 458 455 

減価償却累計額 △365 △383 

工具、器具及び備品（純額） 93 72 

土地 1,541 1,541 

有形固定資産合計 5,542 5,163 
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

無形固定資産   

ソフトウエア 111 65 

電話加入権 7 7 

水道施設利用権 5 4 

無形固定資産合計 123 76 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,123 984 

出資金 0 0 

従業員に対する長期貸付金 51 47 

破産更生債権等 － 54 

長期前払費用 3 4 

繰延税金資産 192 247 

会員権 74 74 

差入保証金 72 44 

その他 136 120 

貸倒引当金 △61 △88 

投資その他の資産合計 1,590 1,486 

固定資産合計 7,255 6,725 

資産合計 20,214 19,372 

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※1  3,362 ※1  1,288 

未払金 ※1  871 ※1  1,076 

未払費用 25 25 

未払法人税等 243 589 

未払消費税等 15 73 

預り金 23 29 

賞与引当金 169 171 

役員賞与引当金 40 47 

その他 98 － 

流動負債合計 4,846 3,298 

固定負債   

退職給付引当金 588 607 

役員退職慰労引当金 67 76 

固定負債合計 655 683 

負債合計 5,501 3,981 
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,160 2,160 

資本剰余金   

資本準備金 3,083 3,083 

資本剰余金合計 3,083 3,083 

利益剰余金   

利益準備金 250 250 

その他利益剰余金   

別途積立金 7,740 8,040 

繰越利益剰余金 1,427 1,812 

利益剰余金合計 9,417 10,102 

自己株式 － △0 

株主資本合計 14,660 15,345 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 111 25 

繰延ヘッジ損益 △58 21 

評価・換算差額等合計 53 46 

純資産合計 14,713 15,391 

負債純資産合計 20,214 19,372 
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 ※5  19,248 ※5  22,223 

売上原価   

製品期首たな卸高 856 770 

商品期首たな卸高 0 0 

当期製品製造原価 ※5  12,458 ※5  15,034 

当期商品仕入高 ※5  293 ※5  100 

他勘定受入高 ※1  4 ※1  12 

合計 13,611 15,916 

他勘定振替高 ※2  24 ※2  25 

製品期末たな卸高 770 1,010 

商品期末たな卸高 0 0 

売上原価合計 12,817 14,881 

売上総利益 6,431 7,342 

販売費及び一般管理費   

運送費及び保管費 1,197 1,057 

販売促進費 1,848 1,874 

広告宣伝費 254 498 

販売手数料 214 246 

給料及び手当 544 534 

賞与 120 136 

賞与引当金繰入額 83 83 

役員賞与引当金繰入額 40 47 

退職給付費用 81 65 

役員退職慰労引当金繰入額 10 11 

減価償却費 76 68 

その他 ※3  807 ※3  884 

販売費及び一般管理費合計 5,274 5,503 

営業利益 1,157 1,839 
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 13 6 

受取配当金 37 24 

為替差益 8 － 

受取補償金 － 29 

雑収入 21 11 

営業外収益合計 79 70 

営業外費用   

支払利息 － 3 

支払手数料 6 31 

為替差損 － 39 

減価償却費 5 － 

雑損失 5 7 

営業外費用合計 16 80 

経常利益 1,220 1,829 

特別利益   

投資有価証券売却益 26 － 

貸倒引当金戻入額 0 1 

退職給付引当金戻入額 － 2 

特別利益合計 26 3 

特別損失   

固定資産除売却損 ※4  61 ※4  18 

貸倒引当金繰入額 － 27 

特別損失合計 61 45 

税引前当期純利益 1,185 1,787 

法人税、住民税及び事業税 510 829 

法人税等調整額 △2 △56 

法人税等合計 508 773 

当期純利益 677 1,014 
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,160 2,160 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 2,160 2,160 

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 3,083 3,083 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 3,083 3,083 

資本剰余金合計   

前期末残高 3,083 3,083 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 3,083 3,083 

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 250 250 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 250 250 

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 7,440 7,740 

当期変動額   

別途積立金の積立 300 300 

当期変動額合計 300 300 

当期末残高 7,740 8,040 

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,379 1,427 

当期変動額   

別途積立金の積立 △300 △300 

剰余金の配当 △329 △329 

当期純利益 677 1,014 

当期変動額合計 48 385 

当期末残高 1,427 1,812 

利益剰余金合計   

前期末残高 9,069 9,417 

当期変動額   

別途積立金の積立 － － 

剰余金の配当 △329 △329 

当期純利益 677 1,014 

当期変動額合計 348 685 

当期末残高 9,417 10,102 
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 － － 

当期変動額   

自己株式の取得 － △0 

当期変動額合計 － △0 

当期末残高 － △0 

株主資本合計   

前期末残高 14,312 14,660 

当期変動額   

剰余金の配当 △329 △329 

当期純利益 677 1,014 

自己株式の取得 － △0 

当期変動額合計 348 685 

当期末残高 14,660 15,345 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 320 111 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △209 △86 

当期変動額合計 △209 △86 

当期末残高 111 25 

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 3 △58 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △61 79 

当期変動額合計 △61 79 

当期末残高 △58 21 

評価・換算差額等合計   

前期末残高 323 53 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △270 △7 

当期変動額合計 △270 △7 

当期末残高 53 46 

純資産合計   

前期末残高 14,635 14,713 

当期変動額   

剰余金の配当 △329 △329 

当期純利益 677 1,014 

自己株式の取得 － △0 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △270 △7 

当期変動額合計 78 678 

当期末残高 14,713 15,391 
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（注）開示システムの変更の為、前事業年度の繰越利益剰余金の前期末残高が△１百万円、 

（注）前事業年度の当期純利益が＋１百万円、昨年開示したものと異なります。 
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 1,185 1,787 

減価償却費 636 665 

その他の償却額 3 1 

賞与引当金の増減額（△は減少） 8 2 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 2 7 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 56 19 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10 8 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 27 

受取利息及び受取配当金 △50 △30 

支払手数料 6 31 

支払利息 － 3 

為替差損益（△は益） △0 △5 

投資有価証券売却損益（△は益） △26 － 

有形固定資産除却損 61 18 

有形固定資産売却損益（△は益） － 0 

売上債権の増減額（△は増加） 369 △843 

破産更生債権等の増減額（△は増加） 0 △27 

たな卸資産の増減額（△は増加） △653 △1,650 

前払費用の増減額（△は増加） △3 △19 

未収入金の増減額（△は増加） 2 △0 

その他の資産の増減額（△は増加） △9 18 

仕入債務の増減額（△は減少） 621 △1,940 

未払金の増減額（△は減少） △116 265 

未払費用の増減額（△は減少） 1 △0 

未払消費税等の増減額（△は減少） △69 59 

その他の負債の増減額（△は減少） △9 11 

小計 2,017 △1,593 

利息及び配当金の受取額 28 48 

保険金の受取額 33 － 

支払手数料の支払額 △6 △28 

利息の支払額 － △3 

法人税等の支払額 △507 △488 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,565 △2,064 
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 1,600 

投資有価証券の取得による支出 △37 △4 

投資有価証券の売却による収入 227 － 

有形固定資産の取得による支出 △616 △293 

無形固定資産の取得による支出 △3 △1 

有形固定資産の除却による支出 △10 △23 

有形固定資産の売却による収入 1 0 

貸付けによる支出 △3 － 

貸付金の回収による収入 4 4 

投資活動によるキャッシュ・フロー △437 1,283 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △0 

配当金の支払額 △329 △329 

財務活動によるキャッシュ・フロー △329 △329 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 799 △1,110 

現金及び現金同等物の期首残高 1,850 2,649 

現金及び現金同等物の期末残高 2,649 1,539 
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（５）継続企業の前提に関する注記 
   該当事項はありません。 

 

（６）重要な会計方針 

項 目 

前 事 業 年 度 

自 平成 19 年４月 １日 

至 平成 20 年３月３１日 

当 事 業 年 度 

自 平成 20 年４月 １日 

至 平成 21 年３月３１日 

１．有価証券の評価基準及び評価

方法 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価額等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によっておりま

す。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

時価のないもの 

同左 

 

２．デリバティブ等の評価基準及

び評価方法 

デリバティブ 

時価法を採用しております。 

デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

商品・原材料        

移動平均法による原価法を採用して

おります。 

 

 

製品・仕掛品             

総平均法による原価法を採用してお

ります。 

 

 

貯 蔵 品 

最終仕入原価法を採用しております。

 

商品・原材料 

 移動平均法による原価法(貸借対照表

価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法)を採用しており

ます。 

製品・仕掛品 

総平均法による原価法(貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)を採用しておりま

す。 

貯 蔵 品 

最終仕入原価法(貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法)を採用しております。 

 ―――――― (会計方針の変更) 

通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として総平均法

による原価法によっておりましたが、

当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」(企業会計基準第９号 

平成 18 年７月５日)が適用されたこと

に伴い、主として総平均法による原価

法(貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法)に

より算定しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 
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項 目 

前 事 業 年 度 

自 平成 19 年４月 １日 

至 平成 20 年３月３１日 

当 事 業 年 度 

自 平成 20 年４月 １日 

至 平成 21 年３月３１日 

４．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取

得した建物（建物付属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物      ３～６０年 

機械及び装置  ７～１２年 

 

(1)有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取

得した建物（建物付属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物      ３～６０年 

機械及び装置  ７～１０年 

 (会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り平成 19 年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。 

これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益はそれぞれ 12 百万円

減少しております。 

―――――― 

 ―――――― (追加情報) 

当社の主な機械及び装置について、従

来、耐用年数を７～12 年としておりま

したが、平成 20 年の法人税法の改正を

契機に耐用年数を見直した結果、当事

業年度より７～10年に変更しておりま

す。 

この結果、従来の方法によった場合と比

べて、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益は 63 百万円それぞれ減少して

おります。 

 (追加情報) 

法人税法の改正に伴い、平成 19 年３月

31日以前に取得した有形固定資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した会計年度の翌事業年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。 

これにより営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益はそれぞれ８百万円減少

しております。 

―――――― 
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項 目 

前 事 業 年 度 

自 平成 19 年４月 １日 

至 平成 20 年３月３１日 

当 事 業 年 度 

自 平成 20 年４月 １日 

至 平成 21 年３月３１日 

 (2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(2)無形固定資産 

同左 

 

 ―――――― (3)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引開

始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理方法に

よっております。 

(会計方針の変更) 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当事業年度より「リース

取引に関する会計基準」(企業会計基

準第13号(平成５年６月17日 (企業

会計審議会第一部会)、平成19年３月

30日改正))及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第16号(平成６年１月18日

(日本公認会計士協会 会計制度委員

会)、平成19年３月30日改正))を適用

し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

これによる当事業年度の損益に与え

る影響はありません。 
５．外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物電

信為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

同左 

６．引当金の計上基準 

 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 
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項 目 

前 事 業 年 度 

自 平成 19 年４月 １日 

至 平成 20 年３月３１日 

当 事 業 年 度 

自 平成 20 年４月 １日 

至 平成 21 年３月３１日 

 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給

見込額を計上しております。 

 

(2)賞与引当金 

同左 

 

(3)役員賞与引当金 

役員の賞与支給に備えるため、当事業

年度における支給見込額を計上してお

ります。 

 

(3)役員賞与引当金 

同左 

 

(4)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

(4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。 

  (追加情報) 

当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、

平成 20 年 10 月に退職一時金制度の一

部について確定拠出年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」(企業会計基準適用指針第

１号)を適用しております。 

本移行に伴う影響額は、当期の特別利益

として２百万円計上されております。 

 (5)役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支払いに備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(5)役員退職慰労引当金 

同左 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係わる方法に準じた会計処理

方法によっております。 

―――――― 

８．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

 

ヘッジ対象…外貨建の買掛金 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 
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項 目 

前 事 業 年 度 

自 平成 19 年４月 １日 

至 平成 20 年３月３１日 

当 事 業 年 度 

自 平成 20 年４月 １日 

至 平成 21 年３月３１日 

 (3)ヘッジ方針 

社内のリスク管理方針に基づき為替

変動リスクをヘッジしております。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

 (4)ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象とヘッジ

手段の相場変動の累計を比較し、両者

の変動額等を基礎にして判断しており

ます。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 

９．キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

同左 

10．その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 

（７）重要な会計処理の変更 

【表示方法の変更】 

前 事 業 年 度 

自 平成 19 年４月 １日 

至 平成 20 年３月３１日 

当 事 業 年 度 

自 平成 20 年４月 １日 

至 平成 21 年３月３１日 

―――――― (貸借対照表) 

前期まで投資その他の資産の「その他投資等」に含め

て表示しておりました「破産更生債権等」は、重要性を

鑑み区分掲記しました。 

尚、前期における「破産更生債権等」の金額は 27 百

万円であります。 

 

(損益計算書) 

前期において、「拡販条件費」と掲記されていたもの

は、EDINET への XBRL 導入に伴い、前期と当期ともに「販

売促進費」に含めて表示しております。 

 

 前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示してお

りました「受取補償金」は、営業外収益の総額の 100 分

の 10 を超えたため区分掲記しました。 

  尚、前期における「受取補償金」の金額は３百万円で

あります。 
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（８）注記事項 

（貸借対照表関係） 

前 事 業 年 度 

（平成 20 年３月 31 日現在） 

当 事 業 年 度 

（平成 21 年３月 31 日現在） 

※１．関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には 

区分掲記されたもののほか次のものがあります。 

※１．関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には 

区分掲記されたもののほか次のものがあります。 

流 動 資 産  流 動 資 産  

売 掛 金

未 収 入 金

2,271 百万円 

1 百万円 

売 掛 金 

未 収 入 金 

2,787 百万円 

22 百万円 

流 動 負 債  流 動 負 債  

買 掛 金

未 払 金

2,039 百万円 

40 百万円 

買 掛 金 

未 払 金 

318 百万円 

54 百万円 

※２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と特定融資枠契約（シンジケーション方

式によるコミットメントライン）を締結しており

ます。この契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高等は次のとおりであります。 

※２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と特定融資枠契約（シンジケーション方

式によるコミットメントライン）を締結しており

ます。この契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高等は次のとおりであります。 

特定融資枠契約の総額 
借入実行残高 

2,000 百万円 

―百万円 

特定融資枠契約の総額 
借入実行残高 

3,000 百万円 

―百万円 

 

借入未実行残高 2,000 百万円 借入未実行残高 3,000 百万円 

 

（損益計算書関係） 

前 事 業 年 度 

自 平成 19 年４月 １日 

至 平成 20 年３月３１日 

当 事 業 年 度 

自 平成 20 年４月 １日 

至 平成 21 年３月３１日 

※１．他勘定よりの振替高の内訳は次のとおりであります。
※１．他勘定よりの振替高の内訳は次のとおりでありま

す。 
原材料転売に伴う材料費の

売上原価振替額 
 4 百万円 原材料転売に伴う材料費の

売上原価振替額 
 12 百万円

 合 計 4 百万円  合 計 12 百万円

※２．他勘定への振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定への振替高の内訳は次のとおりであります。 
販売費及び 
一般管理費他 

広 告 宣 伝 費 

そ の 他 

18 百万円

6百万円

販売費及び 
一般管理費他 

広 告 宣 伝 費 

そ の 他 

21 百万円

4百万円

 合 計 24 百万円  合 計 25 百万円

※３．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 39 百万円

※３．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 36 百万円

※４．固定資産除売却損 ※４．固定資産除売却損 

建 物 

 

機械及び装置 

 

そ の 他 

34 百万円

26 百万円

1百万円

建 物 

構 築 物 

機械及び装置 

車 両 運 搬 具 

工具、器具及

び 備 品 

2 百万円

1百万円

13 百万円

0百万円

2百万円

固 定 資 産 除 却 損 

合 計 61 百万円

固 定 資 産 除 却 損

合 計 18 百万円

固 定 資 産 売 却 損 車 両 運 搬 具 0 百万円 固 定 資 産 売 却 損 車 両 運 搬 具 0 百万円

 合 計 0 百万円  合 計 0 百万円

※５．関係会社との取引に係るもの ※５．関係会社との取引に係るもの 

売 上 高 

仕 入 高 

10,891 百万円

7,183 百万円

売 上 高

仕 入 高

12,586 百万円

9,460 百万円
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(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
前事業年度末株式

数（千株） 

当事業年度増加株

式数（千株） 

当事業年度減少株

式数（千株 

当事業年度末株式

数（千株） 

発行済株式     

  普通株式 9,400 － － 9,400 

合計 9,400 － － 9,400 

 

 ２．配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

1 株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 19 年 6月 28 日 

 定時株主総会 
普通株式 329 35 平成 19 年 3 月 31 日 平成 19 年 6 月 29 日

  （２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総

額（百万円）

配当の 

原 資 

1 株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成20年 6月 26日 

 定時株主総会 
普通株式 329 利益剰余金 35 平成 20 年 3 月 31 日 平成 20 年 6 月 27 日

 

当事業年度（自 平成 20 年 4 月 1日 至 平成 21 年 3 月 31 日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式

数（千株） 

当事業年度増加株

式数（千株） 

当事業年度減少株

式数（千株 

当事業年度末株式

数（千株） 

発行済株式     

  普通株式 9,400 － － 9,400 

合計 9,400 － － 9,400 

自己株式     

  普通株式（注） － 0 － 0 

合計 － 0 － 0 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

 ２．配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

1 株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 20 年 6月 26 日 

 定時株主総会 
普通株式 329 35 平成 20 年 3 月 31 日 平成 20 年 6 月 27 日

  （２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

    次のとおり決議を予定しております。 

決議 株式の種類 
配当金の総

額（百万円）

配当の 

原 資 

1 株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成21年 6月 25日 

 定時株主総会 
普通株式 470 利益剰余金 50 平成 21 年 3 月 31 日 平成 21 年 6 月 26 日
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前 事 業 年 度 

自 平成 19 年４月 １日 

至 平成 20 年３月３１日 

当 事 業 年 度 

自 平成 20 年４月 １日 

至 平成 21 年３月３１日 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係（平成 21 年３月 31 日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係（平成 20 年３月 31 日現在） 

現金及び預金勘定 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 

4,264 百万円

△1,615 百万円

 現金及び預金勘定 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 

1,554 百万円

△15 百万円

 

 

2,649 百万円 1,539 百万円現金及び現金同等物 

 

 現金及び現金同等物 

 

 

 

（リース取引関係）                       （単位：百万円 単位未満四捨五入） 

前 事 業 年 度 

自 平成 19 年４月 １日 

至 平成 20 年３月３１日 

当 事 業 年 度 

自 平成 20 年４月 １日 

至 平成 21 年３月３１日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 

 

ファイナンス・リース取引 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 ① リース資産の内容 

  （ア）有形固定資産 

     ごま油製造事業における生産設備（機械及び装

    置）であります。 

  （イ）無形固定資産 

     当該事項はありません。 

 ② リース資産の減価償却の方法 

   重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」

  に記載の通りであります。 

 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成 20 年３月 31 日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっており、その内容は以下のとおりであります。

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 
取 得 価 額

相 当 額

減 価 償 却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 残 高

相 当 額

取 得 価 額

相 当 額

減 価 償 却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 残 高

相 当 額

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

機械及び

装 置 
260 240 20 

機械及び

装 置
41 39 2 

合 計 260 240 20 合 計 41 39 2 

  

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 

１ 年 超 

 22 百万円

3百万円

  １ 年 内 

１ 年 超 

 2 百万円

1百万円

 合 計  25 百万円   合 計  3 百万円

３．支払リース料､減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

 支 払 リ ー ス 料 

減価償却費相当額 

支 払 利 息 相 当 額 

 45 百万円

35 百万円

3百万円

  支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

支払利息 相 当額

 23 百万円

18 百万円

1百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

（減損損失について） 

同左 
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（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円 単位未満四捨五入） 

前 事 業 年 度 

 (平成 20 年３月 31 日現在) 

当 事 業 年 度 

(平成 21 年３月 31 日現在) 
 種類 

取得原価
貸借対照表

計上額 
差額 取得原価 

貸借対照表

計上額 
差額 

(1)  株 式 607 822 215 617 693 76 

(2)  債  券       

 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

 社 債 ― ― ― ― ― ― 

 そ の 他 ― ― ― ― ― ― 

(3)  そ の 他 ― ― ― ― ― ― 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの 

 小計 607 822 215 617 693 76 

(1)  株 式 13 10 △3 7 6 △1 

(2)  債  券       

 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

 社 債 ― ― ― ― ― ― 

 そ の 他 ― ― ― ― ― ― 

(3)  そ の 他 54 54 △0 55 53 △2 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの 

 小計 67 64 △3 62 59 △3 

合計 674 886 212 679 752 73 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

（単位：百万円 単位未満四捨五入） 

前 事 業 年 度 

 (平成 20 年３月 31 日現在) 

前 事 業 年 度 

 (平成 21 年３月 31 日現在)  

貸 借 対 照 表 計 上 額 貸 借 対 照 表 計 上 額 

そ の 他 の 有 価 証 券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 237 232 

 

３．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

 （単位：百万円 単位未満四捨五入） 

種類 
前 事 業 年 度 

（平成20年３月31日現在） 
当 事 業 年 度 

（平成 21 年３月 31 日現在） 

 １年以内 
１年超５年

以内 

５年超10年

以内 
10 年超 １年以内 

１年超５年

以内 

５年超 10年

以内 
10 年超

その他 

投資信託 
― 54 ― ― 53 ― ― ― 

合計 ― 54 ― ― 53 ― ― ― 

 

（デリバティブ取引） 

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 

（退職給付会計） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度に加えて、酒フーズ厚生年金基金に加入

していますが、当該厚生年金基金制度は退職給付会計実務指針 33 項の例外処理に該当する制度であ

ります。 

また、当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成 20 年 10 月に退職一時金制度の一部について

確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針

第１号)を適用しております。 
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２．退職給付債務及びその内訳                    （単位：百万円 単位未満四捨五入） 

 
前  事  業  年  度 

（平成 20 年３月 31 日現在） 

当  事  業  年  度 

（平成 21 年３月 31 日現在） 

退職給付債務  △728   △607  

年金資産  140   －  

退職給付引当金  △588   △607  

      

 

３．退職給付費用の内訳                       （単位：百万円 単位未満四捨五入） 

 

前 事 業 年 度 

（自 平成 19 年４月 1日  

 至 平成 20 年３月 31 日） 

当 事 業 年 度 

（自 平成 20 年４月 1日  

 至 平成 21 年３月 31 日） 

勤務費用  112   71  

       

総合型厚生年金基金への拠出額  82   86  

従業員拠出金  △23   △27  

小計  59   59  

       

退職給付費用  171   130  

確定拠出金制度への移行に伴う損益     △2  

その他     5  

合計     133  

       

（注）厚生年金基金の代行部分を含めて表示しております。 

「その他」は、確定拠出年金への掛金支払額であります。 

 

４．要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項 

                  （単位：百万円 単位未満四捨五入） 

 

前 事 業 年 度 

（自 平成 19 年４月 1日  

 至 平成 20 年３月 31 日） 

当 事 業 年 度 

（自 平成 20 年４月 1日  

 至 平成 21 年３月 31 日） 

（１）積立状況に関する事項 （平成 19 年 3 月 31 日現在） （平成 20 年 3 月 31 日現在） 

年金資産の額  75,539   65,173  

年金財政計算上の給付債務の額  77,039   79,766  

差引額  △1,500   △14,593  

（平成 19 年 3 月 31 日現在） （平成 20 年 3 月 31 日現在） （２）制度全体に占める当社の拠出 

   金割合  1.8％   1.9％  

（３）補足説明 
上記（１）の差引額の主な要因は、

年金財政計算上の過去勤務債務

残高 7,791 百万円及び別途積立

金 6,291 百万円であります。 

上記（１）の差引額の主な要因は、

年金財政計算上の過去勤務債務

残高 7,195 百万円、当年度不足金

13,689 百万円及び別途積立金

6,291 百万円であります。 

   

 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円 単位未満四捨五入） 

 
 

前  事  業  年  度

（平成 20 年３月 31 日現在）
  

当  事  業  年  度

（平成 21 年３月 31 日現在）
 

       

（流動資産）       

繰延税金資産       

賞与引当金  69   70  

未払金  44   63  

繰延ヘッジ損益  39   －  

未払事業税  20   45  

未払費用  9   9  

繰延税金資産合計  181   187  

       

（固定資産）       

繰延税金資産       

退職給付引当金  240   247  

役員退職慰労引当金  27   31  

繰延資産  0   －  

減価償却費   1   1  

貸倒引当金  31   32  

投資有価証券  116   116  

会員権  4   3  

繰延税金資産合計  419   430  

       

繰延税金負債       

株式売却益  △9   △9  

その他有価証券評価差額金  △76   △17  

繰延ヘッジ損益  －   △15  

繰延税金負債合計  △85   △41  

       

評価性引当額  △142   △142  

       

繰延税金資産の純額  192   247  

       

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と差額原因 

 
 

前 期

（平成 20 年３月 31 日現在）
  

当 期

（平成 21 年３月 31 日現在）
 

法定実効税率 40.69％   40.69％  

（調整）       

交際費等の一時差異に該当しない項目 2.78％  2.06％

住民税均等割額 1.59％  1.06％

その他 △2.15％  △0.55％  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.91％  43.26％

  

 

（持分法損益等関係） 

 該当事項はありません。 

 

（企業結合等関係） 

 該当事項はありません。
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（関連当事者との取引） 

前事業年度（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 

親会社及び法人主要株主等 
（単位：百万円 単位未満四捨五入） 

関係内容 

属性 
会社等 

の名称 
住 所 資本金 

事業の内

容 

議決権等

の所有（被

所有）割合
役員の

兼任等

事業上 

の関係 

取引の内容 
取引 

金額 

科 

目 

期 末

残 高

製品の販売

（注１） 

百万円 

2,561 

 

売掛金

百万円

 444

 

三菱商事㈱ 

 

東京都千

代田区 

百万円 

201,825 総合商社 

（被所有）

直接27.4%

―

原材料の主要仕

入先（22.4％）で

あり製品の 主

要 販 売 代 理 店

（13.3％）であり

ます。 

営業取引 

原料の仕入

（注１） 

百万円 

2,388 

 

買掛金

百万円

 353

製品の販売

（注１） 

百万円 

8,327 

 

売掛金

百万円

1,827

営業取引 

原材料の仕入

（注１） 

百万円 

4,795 

 

買掛金

百万円

1,686

その他の

関係会社

（当該そ

の他の関

係会社の

親会社を

含む） 
 

三井物産㈱ 

 

東京都千

代田区 

百万円 

337,544 総合商社 

（被所有）

直接22.3%

―

原材料の主要仕

入先（45.1％）で

あり製品の 主

要 販 売 代 理 店

（43.3％）であり

ます。 

営業取引 

以外の取引 
通信費他 

百万円 

1 

 

未払金

百万円

   0

営業取引 
製品の販売

（注１） 

百万円 

3 

 

売掛金

百万円

  0

 

 

小澤物産㈱ 

 

東京都品

川区 

百万円 

50 流体搬送 

機器・貯 

蔵用機器 

等の販売 

（被所有）

直接16.5%

役員2名

製品の保管荷役

及び運送委託 

営業取引 

以外の取引 

支払運賃他

（注１） 

百万円 

369 

 

未払金

百万円

 40

（注）１．上記の金額の内、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
２．製品の販売及び原材料の購入についての価格その他の取引条件は、他の取引先と同様の条件であります。 

     なお、物産ロジスティクスソリューションズ㈱については重要性の基準により開示しておりません。 
 

当事業年度（自 平成 20 年 4 月 1日 至 平成 21 年 3 月 31 日） 

親会社及び法人主要株主等 
（単位：百万円 単位未満四捨五入） 

関係内容 

属性 
会社等 

の名称 
住 所 資本金 

事業の 

内 容 

議決権等の

所有（被所

有）割合 
役員の

兼任等

事業上 

の関係 

取引の内容 
取引 

金額 

科 

目 

期 末

残 高

製品の販売

（注１） 
百万円 

3,037 

 

売掛金

百万円

 634

 

買掛金

百万円

  181

 

三菱商事㈱ 

 

東京都千

代田区 

百万円 

202,817 総合商社 

（被所有）

直接27.4%

―

原材料の主要仕

入先（17.5％）で

あり製品の 主

要 販 売 代 理 店

（13.7％）であり

ます。 

営業取引 原料の仕入

（注１） 
百万円 

2,393 

 

未収入金

百万円

  22

製品の販売

（注１） 
百万円 

9,546 

 

売掛金

百万円

2,152

営業取引 
原材料の仕入

（注１） 
百万円 

7,067 

 

買掛金

百万円

 138

その他の

関係会社

（当該そ

の他の関

係会社の

親会社を

含む） 

 

三井物産㈱ 

 

東京都千

代田区 

百万円 

339,627 総合商社 

（被所有）

直接22.3%

―

原材料の主要仕

入先（51.8％）で

あり製品の 主

要 販 売 代 理 店

（43.0％）であり

ます。 

営業取引 

以外の取引 

販売促進費

他 

百万円 

1 

 

未払金

百万円

   1

営業取引 

製品の販売

（注１） 
百万円 

3 

 

売掛金

百万円

  0

 

 

小澤物産㈱ 

 

東京都品

川区 

百万円 

50 流体搬送 

機器・貯 

蔵用機器 

等の販売 

（被所有）

直接16.5%

役員2名

製品の保管荷役

及び運送委託 

営業取引 

以外の取引 

支払運賃他

（注１） 
百万円 

357 

 

未払金

百万円

  53

（注）１．上記の金額の内、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
２．製品の販売及び原材料の購入についての価格その他の取引条件は、他の取引先と同様の条件であります。 

     なお、㈱三井物産ヒューマンリソースについては重要性の基準により開示しておりません 
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（１株当たり情報） 

 

前 事 業 年 度 

（自 平成 19 年４月 1日  

 至 平成 20 年３月 31 日） 

当 事 業 年 度 

（自 平成 20 年４月 1日  

 至 平成 21 年３月 31 日） 

１株当たり純資産額 1,565.24 円 1,637.40 円 

１株当たり当期純利益金額 72.00 円 107.82 円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 

潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額算定上の基礎は、以下のとおり 

   であります。 

 

前 事 業 年 度 

（自 平成 19 年４月 1日  

 至 平成 20 年３月 31 日） 

当 事 業 年 度 

（自 平成 20 年４月 1日  

 至 平成 21 年３月 31 日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 677 1,014 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株主に係る当期純利益（百万円） 677 1,014 

期中平均株式数（株） 9,400,000 9,399,908 

   

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 

５．その他 

 

（１）役 員 の 異 動  

  ①代表者の異動（平成 21 年６月 25 日付－予定） 

 該当事項はありません。 

 

  ②その他の役員の異動（平成 21 年６月 25 日付－予定） 

・新任取締役候補 

 該当事項はありません。 

 

 ・退任予定取締役 
   該当事項はありません。 

 

 ・新任監査役候補 
   該当事項はありません。 

   

 ・退任予定監査役 
   該当事項はありません。 

 

 ③人事異動（平成 21 年６月 25 日付－予定） 

   該当事項はありません。 
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 ④組織変更 

該当事項はありません。 

 

 

（２）生産、受注及び販売の状況 

  ①生産実績 

（単位：トン） 

期  別 

 

区  分 

前  事  業  年  度

自 平成 19 年４月 １日

至 平成 20 年３月３１日

当  事  業  年  度 

自 平成 20 年４月 １日 

至 平成 21 年３月３１日 

対 前 期 比 

ご ま 油 生 産 量 24,599 20,917 85.0% 

食 品 ご ま 生 産 量 11,074 9,335 84.3% 

脱 脂 ご ま 生 産 量 18,839 16,405 87.1% 

（注）ごま油生産量には輸入原料油の処理を含みます。 

 

  ②受注状況 

当社は受注生産は行っておりません。 

 

  ③販売実績 

（単位：百万円 単位未満四捨五入） 

期  別 

 

区  分 

前  事  業  年  度

自 平成 19 年４月 １日

至 平成 20 年３月３１日

当  事  業  年  度 

自 平成 20 年４月 １日 

至 平成 21 年３月３１日 

対 前 期 比 

ご ま 油 14,627 16,740 114.4% 

食 品 ご ま 3,827 4,823 126.0% 

脱 脂 ご ま 494 557 113.0% 

商 品 300 103 34.4% 

合 計 19,248 22,223 115.5% 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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